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青 森 県
県土整備部

○ 青森港は、本州最北端の陸奥湾湾奥部に位置する重要港湾であり、本州と北海道を結ぶ物流・人流の大動脈であ
る幹線フェリーや在来貨物の輸送拠点として、背後圏産業と住民生活を支える役割を担っている。

○ クルーズ船寄港回数が東北地方で最多であ り、東北地方のク ルーズ振興を 牽引する受入拠点としての役割も
担っている。

前回改訂：平成13年11月（目標年次：平成20年代前半）
今回改訂：令和８年10月（目標年次：令和20年代前半）青森港 港湾計画 改訂

津軽港

・本州・北海道間の
幹線フェリーの拠点

・東北地方のクルーズ振興
を牽引する受入拠点

青森港

・北東北における国際物流拠点
・食糧供給港湾
・エネルギー供給港湾
・リサイクルポート指定港

八戸港

・エネルギー、環境等
分野の研究開発や
多角的な産業集積拠点

むつ小川原港
函館港

室蘭港

仏ヶ浦港

川内港
大湊港

小湊港

野辺地港

大間港

津軽港

深浦港

尻屋岬港
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沖館地区
本港地区

浅虫地区

クルーズターミナルと
集客施設が集積する
国際観光交流拠点

幹線フェリー輸送と
公共バルク貨物輸送
を担う物流拠点

洋上風力発電の
基地港湾

図 青森港における主な地区別の特徴

海釣り等のマリンレジャーで賑わう
海洋性レクリエーション拠点

陸 奥 湾

下北半島

津軽半島
夏泊半島

油川地区

出典： 国土交通省
東北地方整備局HP

【油川地区における基地港湾のイメージ】
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青 森 県
県土整備部青森港が担う役割 ①背後圏産業と住民生活を支える海上輸送拠点

○ 青森港の取扱貨物量の約９割はフェリー貨物であり、本州と北海道間のフ ェリー輸送の約３割を担う幹線フ ェリー
の拠点としての役割を担う。（函館航路14往復/日、室蘭航路1往復/日）

○ 住民生活や経済活動に欠かせない石油製品やLPGを受入れ、青森県内や北海道に供給するエネルギー資源の
海上輸送拠点を担う。また、背後圏に立地する企業で扱う金属くずや非金属鉱物（珪石）等の在来貨物の輸送拠
点も担う。

青森港

函館港

室蘭港

【函館航路】
・14往復/日
・約4時間

【室蘭航路】
・１往復/日
・約7時間

2図 青森港発着フェリー貨物出入別品目別流動量
資料：令和4年度内貿ユニットロード貨物流動調査

図 荷姿別貨物量の推移（H28～R7）
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青 森 県
県土整備部

青森港

41(36%)

秋田港

32(28%)

宮古港

15(13%)

仙台塩釜港

（仙台港区）

9(8%)

酒田港

9(8%)

その他港

8(7%)

R7年

東北管内

港湾別クルーズ船

寄港隻数

合計114隻

青森港が担う役割 ②東北地方のクルーズ振興を牽引する受入拠点

○ 青森港では、ポートセールス等の取組によ り、大型外国船を含むクルーズ船の寄港が年々増加している。（令
和5年には新型コロナウイルスの感染拡大前の水準まで回復）

○ 東北6県で最も 多くクルーズ船が寄港する青森港は、東北地方におけるクルーズ船寄港回数の約4割を占め、
東北地方のクルーズ振興を牽引する受入拠点としての役割を担う。

図 青森港の船型別クルーズ船
寄港回数（令和7年）

クルーズ岸壁

3
図 東北地方の港湾別クルーズ船

寄港回数（令和7年） 令和7年8月4日撮影

（-10m）360m

セレブリティ・ミレニアム
（91,011GT）

三井オーシャンフジ
（32,477GT）

ひろさき

弘前城

ごしょがわら

五所川原
たちねぷた

立佞武多

とわだ

十和田湖

図：クルーズ背後圏の観光地

出典：国土交通省HP

２隻同時寄港時受入岸壁
（バルクターミナル）

令和6年4月30日撮影

ロイヤル・プリンセス
総トン数：142,229GT

全長：330m
乗客定員：3,560人

１～３万総トン

未満

5（12%）
３～５万
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未満
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8（20%）
7～10万総トン未満

16（39%）

10万総トン以上

7（17%）

R7年

青森港クルーズ船
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合計41隻
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図 青森港のクルーズ船寄港回数の推移 クルーズ船の２隻同時寄港



青 森 県
県土整備部青森港の目指す姿（港湾計画の方針）

【青森港の役割】

【物流・産業】ユニットロードとクリーンエネルギーの物流
拠点

〇本州・北海道の大動脈を軸に青森県と全国・世界をつなげる
ユニットロードの物流拠点

・物流効率化に向けたバルクターミナルの最適化
・フェリーターミナルの受入機能強化

【物流・産業】

【青森港の課題と要請】

●本州・北海道間の物流・人流の大動脈である幹線
フェリーの拠点

●青森県周辺地域における洋上風力発電設備の
効率的な設置・メンテナンスに資する基地港湾

【防災・危機管理】東北の広域防災拠点

・ユニットロードターミナル等の強靭化

〇大規模地震に対応した広域防災拠点

〇多種多様な港湾利用者の安全性を考慮した港湾

・小型船収容施設の適正配置
・老朽化した港湾施設の計画的な維持管理

【防災・危機管理】

●大規模災害時に東北地方の早期復旧に貢献する
緊急物資等の輸送拠点

●クルーズ船の受入機能強化
●ウォーターフロントの面的な賑わい

空間の創出
交流・人流

●フェリーターミナルの機能高度化
●バルク貨物取り扱いの最適化

物流・産業

●逼迫する大規模地震への対応
●港内の安全な利活用の促進

防災・危機管理

●海洋生物多様性の推進
●次世代エネルギーの受入可能性の

検討
環境

【交流・人流】世界に開かれた広域交流拠点

・東北地方のインバウンドを牽引する国際クルーズ拠点の形成

〇世界中の旅行客に青森県の魅力ある歴史･文化･食･自然を
発信する国際観光拠点

〇多彩な観光資源を求めて世界中の観光客から選ばれる国際
交流拠点

・青森港の特性を生かした広域な賑わい空間の形成

【交流・人流】

●東北地方のクルーズ振興を牽引する受入拠点

【青森港が果たす役割と目指すべき方向性】

【環境】海洋環境保全と脱炭素社会に貢献する
エコロジー拠点

・ 多様な生物が生息する藻場･干潟の再生･多目的利用

〇海洋環境保全・再生に貢献する港湾

【環境】

●藻場・干潟を活用した環境保全活動の拠点
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・化石燃料に代替する次世代エネルギーの拠点化の検討

〇背後地域の脱炭素化に貢献するカーボンニュートラルポート



青 森 県
県土整備部青森港の港湾計画改訂に向けた考え方（まとめ）
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１．青森港が担う役割
• 青森港は、本州最北端の陸奥湾湾奥部に位置する重要港湾であり、本州と北海道を結ぶ物流・人流の

大動脈である幹線フェリーや在来貨物の輸送の拠点として、背後圏産業と住民生活を支える役割を担って
いる。

• クルーズ船寄港回数が東北地方で最多であり、東北地方のクルーズ振興を牽引する受入拠点としての
役割も担っている。

• また、洋上風力発電の基地港湾や海洋性レクリエーション拠点、大規模災害時における緊急物資等の
輸送拠点としての役割も有している。

２．青森港の目指すべき方向性と主な対応方策
• 世界に開かれた広域交流拠点を目指し、本港地区において、賑わい空間と一体的なクルーズ船の受入

機能強化を図る。
• 本州・北海道の大動脈を軸に青森県と全国・世界をつなげるユニットロードの物流拠点を目指し、沖館地区

において、バルクターミナルの再編・フェリーターミナルの受入機能強化を進める。

３．その他の青森港で実施すべき方策
• 大規模地震に対応した広域防災拠点の形成を目指し、フェリーターミナル等の防災機能強化を図る。また、

タグボートや官公庁船、作業船等の適正収容に資する小型船の収容施設の拡充やストックマネジメントの
推進を図る。

• 海洋環境保全と脱炭素社会に貢献するエコロジー拠点の形成を目指し、藻場・干潟の再生・多目的利用を
推進するとともに、次世代エネルギー拠点のための開発空間を確保する。その他、気候変動による影響を
考慮した港湾の実現に向け、必要な取組を進める。



青 森 県
県土整備部青森港港湾計画改訂（案）の概要
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油川地区

（-4.5m）100m

本港地区

（-4m）
200m

（-2.5m）
130m

（-2.5m）
110m

泊地（-7.0m）0.6ha

泊地（-9m）
1.3ha

航路・泊地（-10m）
0.9ha

N

航路・泊地（-13m）

中航路
（-14m）

沖館地区

■旅客船埠頭計画
・（-10m）410m岸壁（変更）
・（ -9m）310m岸壁（新規）
■土地利用計画
・交流厚生用地6.7ha（変更）
■港湾環境整備施設計画
・緑地9.8ha（変更）

①賑わい空間と一体的な
クルーズ船の受入機能強化

■大規模地震対策施設計画
・（-7.0m） 190m岸壁（耐震・幹線）（変更）

③フェリーターミナル等の防災機能強化

凡例

：土地利用（今回計画）
：土地利用（既定計画）
：港湾施設（今回計画）
：港湾施設（既定計画）
：港湾施設（既設）
：臨港道路（今回計画）
：臨港道路（既定計画）
：臨港道路（既設）
：水域施設（今回計画）
：将来構想

■土地利用計画
・埠頭用地2.6ha（変更）
・埠頭用地7.1ha（変更）
・港湾関連用地7.4ha（変更）
・臨港道路２号線（変更）

②バルクターミナルの再編・
フェリーターミナルの受入機能強化

（
-1

0m
）
41

0m

■その他港湾の開発、利用及び保全に関する事項
・将来構想（沖館地区沖合）

■自然的環境を整備又は保全する区域
・藻場・干潟を活用した環境活動の促進

⑥藻場･干潟の再生･多目的利用

■小型船だまり
・堤埠頭船だまり（新規・変更）
・堤川船だまり（新規）
・沖館船だまり（新規・変更）
・青森駅前船だまり（新規・変更）

④小型船の収容施設の拡充

■港湾施設の利用
・（-7.5m）154m（物資補給）（既設）
・（-3.5m）406m（物資補給）（既設）
■小型船だまり計画
・浜町船だまり（廃止）

⑤ストックマネジメントの推進

泊地（-3.0m）



青 森 県
県土整備部主な計画内容【交流・人流】 （①賑わい空間と一体的なクルーズ船の受入機能強化）

交流厚生用地
3.0ha

緑地（0.7ha）との一体的な計画による
クルーズターミナルの連続性の確保

青森港国際クルーズ
ターミナル

中型クルーズ船（5万GT級）に
対応するクルーズ岸壁の新設

防波堤210ｍ延伸

大型クルーズ船（16万GT級）に
対応する既設クルーズ岸壁の延伸

青森県観光物産館
アスパム

N
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■沖館埠頭（バルクターミナル）における物流と人流の混在

■クルーズ船寄港実績と将来隻数

クルーズと一体となった
広域な賑わい空間の形成

○ クルーズ船の２隻同時着岸時や、13万トンを超える大型クルーズ船の寄港時は沖館埠頭（バルクターミナル）で受入を行っているが、物
流と人流の分離や、景観および二次交通の視点から受入環境としての課題があり、旅客の満足度の低下に繋がる懸念がある。こうした
中、今後クルーズ船の増加が見込まれており、２隻同時接岸や大型クルーズ船の寄港に十分に対応できない恐れがある。

○ こうした課題に対応するため、新中央埠頭-10m岸壁の延伸と中央埠頭-9m岸壁の新設を計画する。

○ また、クルーズバース間に緑地を計画することで、クルーズターミナルとの連続性を確保するとともに、みなと緑地PPP制度等の民間活
力を生かした広域的なにぎわい拠点の形成を目指す。
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新
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（予約） （目標年次）

令和6年9月8日撮影

鉄くず

石炭

物流と人流の
混在



青 森 県
県土整備部

物流倉庫等の
立地促進

○ 令和５年には、原木のトライアル輸送が行われるなど、原木や物流倉庫の新規貨物の取扱ニーズがあるものの、用地不足により対応
できない状況である。また、埠頭用地内では荷捌地と野積場が兼用され、非効率な埠頭利用が生じている状況である。

○ このため、臨港道路を内陸側へセットバックすることで、用地の拡張と再編を行い、バルク貨物の新規ニーズに対応する。これに伴い、
フェリーターミナルも拡張することで、トラックドライバーの休憩地やシャーシプール等に活用する。

8

主な計画内容【物流・産業】

フェリー
ターミナル

緑地3.9ha

緑
地

0.
5h

a

現況

将来利用

■内航船を使用した原木トライアル輸送（R5.11）
⇒将来的には中国方面への輸出を想定

■荷捌地と野積場の兼用状況

出典：国土交通省HP

バルク貨物が荷捌地に長期保管され、
野積場として利用されている

港湾関連用地埠頭用地

荷役機械

新規需要貨物
への対応

※埠頭内道路除く

（②バルクターミナルの再編）
（②フェリーターミナルの受入機能強化）

原木

シャーシプール等
の活用用地

緑地0.5ha

緑
地

0.
7h

a

フェリー
ターミナル

埠頭内道路の

配置見直しにより、
新規貨物に対応

臨港道路をセットバックし
埠頭用地（フェリー）や

港湾関連用地（バルク）を拡張



青 森 県
県土整備部

第1ﾊﾞｰｽ
延長：
170m

水深：7.5m

第2ﾊﾞｰｽ
延長：
145m

水深：6.0m

第3ﾊﾞｰｽ
延長:160m
水深：7.0m

第4ﾊﾞｰｽ
延長:155m
水深：7.5m

11時0時 1時 2時 3時 4時 5時 6時 7時 8時 9時 10時 23時12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時 20時 21時 22時

必要延長：156m

必要水深：6.6m

必要延長

：156m

必要水深

：6.6m

必要延長：156m

必要水深：6.6m
必要延長：156m

必要水深：6.5m

必要延長：156m

必要水深：6.6m

必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長:125m

必要水深：5.3m

必要延長

：125m

必要水深

：5.3m

必要延長：120m

緊急物資（海保船）
必要延長：120m

緊急物資（海保船）

必要延長：125m

必要水深：5.3m

必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長：125m

必要水深：5.3m

必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長：125m

必要水深：5.3m

第1ﾊﾞｰｽ
延長：
170m

水深：7.5m

第2ﾊﾞｰｽ
延長：
145m

水深：6.0m

第3ﾊﾞｰｽ
延長:145m
水深：6.0m

第4ﾊﾞｰｽ
延長:155m
水深：7.5m

23時12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時 20時 21時 22時11時0時 1時 2時 3時 4時 5時 6時 7時 8時 9時 10時

供用停止中

必要延長

：125m

必要水深

：5.3m

必要延長：120m

緊急物資（海保船）
必要延長：120m

緊急物資（海保船）

必要延長：125m

必要水深：5.3m

必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長：125m

必要水深：5.3m
必要延長：125m

必要水深：5.3m

供用停止中

主な計画内容【防災・危機管理】（③フェリーターミナル等の防災機能強化）

○ 青森港では、大規模地震発生時における緊急物資輸送で活用される耐震強化岸壁が2バース整備されている。また、そのうちフェリー
ターミナルの第４バースは幹線貨物輸送との兼用として位置づけられており、東北地方の被災時における物資輸送拠点となっている。

○ 一方、フェリーターミナルの耐震強化岸壁が1バースのみでは、大規模地震発生時に幹線物流機能の低下が懸念される。このため、被
災後も幹線物流機能を維持・確保するため、フェリー埠頭第3バースを耐震化する計画を位置づける。

○ フェリー第3バースの耐震化に伴い、背後の埠頭用地および臨港道路1号線を大規模地震対策施設に位置付け、耐震化を図る。

また、既設の耐震強化岸壁の背後に位置する埠頭用地および接続する臨港道路も大規模地震対策施設に位置付け、耐震化を図る。

■大規模地震発生時のバースウィンドウ
（上段：現状、下段：将来）

第３バース(既設の変更計画）

【耐震強化岸壁（幹線）】

青函航路60％減便

●大規模地震発生時の使用例（1バース）

●大規模地震発生時の使用例（２バース）

青森ー函館航路 6便/日

青森ー函館航路 12便/日
青森ー室蘭航路 1便/日

オープンスペース
埠頭用地3 .2ha

（緊急・幹線対応）

第4バース（既設）

【耐震強化岸壁（緊急・幹線）】

N

：耐震バース

9

A社（函館航路）
A社（室蘭航路）
B社（函館航路）
緊急物資輸送

青函航路14％減便オ ー プ ン ス ペ ー ス
埠 頭 用 地 3 . 3h a

（ 緊 急 対 応 ）

臨港道路1本港線
(緊急物資輸送用道路）

新中央埠頭
-1 0 m岸壁（既設）

(- 1 0 m ) 2 8 0 m
【耐震強化岸壁（緊急）】

県道18号青森港線
（第1次緊急輸送道路）



青 森 県
県土整備部地方港湾審議会（2026年10月5日）における主な議論内容

【答申】 青森港港湾計画の改訂案について、原案を適当と認める。

○大型クルーズ船に対応したバース計画について

（意見）
・世界ではクルーズ船の大型化が進んでおり、25万GT級を超える船舶も就航していることから、こうした大型
船への対応も考えてほしい。

（回答）
・今回の計画は、既存岸壁の延伸によって、世界で就航するクルーズ船の95％を受け入れ可能とした。
より大型のクルーズ船について、確度の高い寄港ニーズが見込まれる場合は、入出港の安全性を関係者と
ともに検証する等、対応を検討する。
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○臨港道路２号線のセットバックについて

（意見）
・バルクターミナルの再編に伴う臨港道路のセットバック については、近隣に住宅地もあることから、地域住民
に対して丁寧な事前説明を行ってほしい。

（回答）
・臨港道路の事業に着手する際は、地域住民に対して丁寧な説明を行う。

○フェリーバースの耐震化と維持管理について

（意見）
・青森県だけでなく、北海道や岩手県でも大きな地震が予想されるなか、今回位置づけた第３バースの耐震化
は頼もしい。一方、フェリーバースではスラスター等による深掘れを懸念しているため、日頃の調査の際に考
慮してほしい。

（回答）
・フェリーバースは（公財）フェリー埠頭公社が管理しているものと県が管理しているものがあるため、公社と
連携しながら管理していきたい。



青森港の役割

青森港は、西の津軽半島と東の下北半島に囲まれ、北に津軽海峡を望む陸奥湾最奥部に位置する天然の良港である。
本州と北海道を結ぶ幹線フェリーの他、バルク貨物等の地域の基幹産業を支える拠点として、重要な役割を果たしている。
また、本港地区の新中央ふ頭にはクルーズ岸壁が整備され、毎年のように過去最多回数のクルーズ船が寄港している。
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青森港

コンクリート関連

エネルギー供給関連

凡例

資源リサイクル関連

鉱産品関連

■ 青森港背後地域に立地する主な産業

出典：国土交通省東北地方整備局 青森港湾事務所HP、企業HP

【資源リサイクル企業】
輸出する金属スクラップを荷役

【エネルギー供給関連企業】

北海道・北東北のLPG配分基地

【鉱産品関連企業】
珪石（非金属鉱物）を荷役

■ 青森港と周辺の港湾

むつ小川原港：
産業港・エネルギー拠点港

青森港

函館港

室蘭港

【現状】
・クルーズのニーズはあるが、バルクバースで受入れを余儀なくされている。
・新規貨物のニーズはあるが、受入れ用地が不足している。
・地震時に、本州・北海道を結ぶ幹線フェリーの物流が停滞するおそれがある。

八戸港：
国内有数の水産港

臨海工業地域を支える工業港



青森港の改訂に関連する主な港湾施策（クルーズの持続的な成長に向けた取組）

○日本におけるクルーズの持続的な成長に向け、訪日クルーズ旅客数250万人に向けた取組を引き続き進めるとともに、令
和12年までに外国クルーズ船等の寄港回数3,000回、クルーズ旅客の１人・１寄港地あたりの平均消費額を令和7年の1.5倍
とすることを目指して取り組む。また、経済効果を全国へ波及させるために、外国クルーズ船等が寄港する港湾数を150港と
することを目指して取り組む。以上のインバウンド受入の取組に加え、令和12年までに日本人のクルーズ人口を100万人と
することを目指す。
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【５つの目標】

① 外国クルーズ船等※の寄港回数：年間3,000回
② １人・１寄港地あたりの平均消費額：33,000円
③ 外国クルーズ船等※が寄港する港湾数：150港
④ 日本人のクルーズ人口：年間100万人
⑤ 訪日クルーズ旅客数：早期に年間250万人

※2025年以前は外国船社が運航するクルーズ船のみ。2026年以降は外国人が乗船している日本船社を含む。

【目標の達成に向け実施する主な取り組み】

ハード・ソフト両面からの支援
（クルーズ等訪日旅客の受入促進事業）

- 円滑で安全に旅客を受入可能とする港湾機能強化
- 船社に選ばれる観光コンテンツや受入体制の充実

世界に誇る国際クルーズ拠点の形成
訪日プロモーション
カーボンフリークルーズ
クルーズ船寄港による地域経済効果の最大化
サイバーポート（手続）クルーズ予約機能

青森港

41(36%)

秋田港

32(28%)

宮古港

15(13%)

仙台塩釜港

（仙台港区）

9(8%)

酒田港

9(8%)

その他港

8(7%)

R7年

東北管内

港湾別クルーズ船

寄港隻数

合計114隻

■ 東北地方におけるクルーズ船寄港回数

図 東北管内及び青森港におけるクルーズ船寄港回数の推移

図 東北管内における港湾別クルーズ船寄港隻数
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青森港 東北管内港湾（青森港除く）（回）

（年）

【今回の取り組みに対して】

• 地域の基幹産業を支える港湾としてバルク貨物取扱の需要増加を取り込み、また青森港の取扱貨物量の９割を担うフェリー
に関して、フェリーターミナルを耐震強化して整備することで防災機能を高める取り組みは非常に重要である。

• また、青森港へのクルーズ船の寄港回数は東北地方で最も多く、今回計画によりさらなる寄港を受け入れる体制がととのう
など、クルーズの持続的な成長に向けた取り組みが進むものと考えられる。

■クルーズの持続的な成長に向けた取組



青森港の目指す姿と基本方針との適合

Ⅱ 港湾の配置、機能及び能力に関する基本的な事項（抜粋）今回計画での主な対応青森港の目指す姿
Ⅱ 1（２）①観光を我が国の経済成長・地域活性化につなげるクルーズの再興
• クルーズ旅客の視点を考慮した美しい景観を有する受入環境の形成
• 寄港地を探すクルーズ船社とクルーズ船の寄港を期待する港湾管理者のマッチングによる「お断

りゼロ」の実現
• クルーズ旅客の二次交通需要に対応するための交通手段の確保や小型船の利用促進及びツ

アーバス・シャトルバスに対応した十分な規模の駐車場の確保

Ⅱ 1（２）②観光振興及び賑わい創出に資する港湾空間の利活用
• 民間資金も活用した、官民連携による地域の特色や水際線を活用したみなとまちづくりの推進

賑わい空間と一体的なクルーズ
船の受入機能強化【本資料
P7】

＜交流・人流＞
世界に開かれた広域交流
拠点

Ⅱ 1（１）④我が国及び地域の基幹産業・地場産業を支える物流機能の強化と港湾空間の
形成
• 船舶の大型化等の輸送形態や産業動向の変化、荷役に係るニーズ等への対応
• 産業空間の再配置及び利便性向上のための臨海部用地の政策的な誘導・供給

バルクターミナルの再編【本資料
P8】
フェリーターミナルの受入機能強
化【本資料P9】

＜物流・産業＞
ユニットロードとクリーンエネ
ルギーの物流拠点

Ⅱ 1（３）①災害等から国民の生命・財産を守り、社会経済活動を維持する港湾・輸送体系
の構築
＜国民の生命・財産を守るための、緊急物資、幹線貨物等の輸送ルートの構築、航路等の啓開
体制等の強化及び連携体制の確保＞
• フェリー・RORO船等による迅速な緊急物資等の輸送に資する既存岸壁の耐震機能の確保や、

幹線貨物輸送の拠点となる耐震強化岸壁とそれに付随する荷役機械、道路の整備等、地域
防災計画等を踏まえた港湾関連施設の防災機能の向上

Ⅱ ２⑦港湾空間に求められる多様な要請への対応と港湾空間の適正管理
• 小型船舶の適切な収容に必要な施設の確保及び放置規制
• 作業船の安定的な係留に必要な場所の確保

フェリーターミナル等の防災機能
強化【本資料P9】
小型船の収容施設の拡充【本
資料P6】
ストックマネジメントの推進【本
資料P6】

＜防災・危機管理＞
東北の広域防災拠点

Ⅱ１②資源・エネルギー・食糧の安定確保を支える国際海上輸送網の構築
• LNG、バイオマス燃料、水素・アンモニア等の受入環境の整備
Ⅱ２③良好な港湾環境の保全・再生・創出
• 生態系に配慮した藻場・干潟等の造成、覆砂の実施、生物共生型港湾構造物、緑地の整

備等による良好な環境の創出
• 地域と連携し、自然と触れ合いつつ、文化・歴史を踏まえた環境と共生する豊かな港湾環境の

次世代への継承

次世代エネルギーの拠点化の検
討【本資料p6】
藻場・干潟の再生・多目的利用
【本資料P6】

＜環境＞
海洋環境保全と脱炭素社
会に貢献するエコロジー拠
点

【青森港 港湾計画改訂】 【港湾の基本方針との適合】
※ 今回計画が、基本方針の以下の項目と

適合しているものであることを確認
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【参考資料】



青 森 県
県土整備部

フェリー

11,849

在来(公共)

197

在来

(専用)

1,086

R5

青森港

移入貨物

13,132千ﾄﾝ

フェリー

11,327

在来(公共)

181
在来

(専用)

285

R5

青森港

移出貨物

11,793千ﾄﾝ

在来(公共)

39

在来(専用)

484

R5

青森港

輸入貨物

在来(公共)

116

R5

青森港

輸出貨物

116千ﾄﾝ

青森港の貨物取扱状況

15

≪現況貨物量≫

113 87 94 91 111 91 102 112 117 116
404 393 425 430 464 535 471 528 459 523

12,542 11,647 11,815 11,591 11,250 11,357 10,869 10,969 11,451 11,793

13,303
13,001 12,875 12,665 12,432 12,513 12,304 12,485 13,350 13,132

26,362
25,128 25,209 24,777 24,257 24,496 23,746 24,094

25,377 25,564
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 10,000

 15,000
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 25,000

 30,000
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(単位:千ﾄﾝ) 輸出 輸入 移出 移入

23,746 22,633 22,595 22,186 21,636 21,869 21,258 21,522 22,947 23,176

615
560 626 628 670 639 635 639

567 533

2,001
1,935 1,988 1,963 1,951 1,988 1,853 1,933

1,862 1,855

26,362
25,128 25,209 24,777 24,257 24,496 23,746 24,094

25,377 25,564

 5,000

 10,000

 15,000

 20,000

 25,000

 30,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

(単位:千ﾄﾝ) フェリー 在来(公共) 在来(専用)

・金属くず 100％

・LPG 92%
・その他石油 8%

・水産品 27％
・製造食品 24％
・取合せ品(宅配等) 23％
・その他畜産品 6％
・野菜・果物 6％
・その他 14％

・LPG 96%
・水 4%

・非金属鉱物 94%
・水 4%
・その他 2%

・その他石油 60%
・揮発油 35%
・重油 6%

・セメント 70%
・石灰石 15%
・原塩 8%
・その他 6%

・石炭 76%
・化学薬品 24%

・取合せ品(宅配等) 41％
・製造食品 13％
・野菜・果物 13％
・分類不能のもの 8％
・紙・パルプ 4％
・その他 21％

図 青森港の取扱貨物量の推移（出入別） 図 青森港の取扱貨物量の推移（荷姿別）

※フェリー貨物の品目別構成比は
「令和4年度内貿ユニットロード貨物流動調査」
の品目別構成比を参考までに示している図 青森港の取扱貨物の出入別・荷姿別・品目別構成比（R5）

○ 青森港の取扱貨物量はほぼ横ばいに推移しており、令和5年時点の青森港の取扱貨物量は25,564千トンである。荷姿別では、フェリー
貨物が大宗を占める傾向にある。フェリー貨物は移出では取合わせ品、移入では水産品や製造食品の占める割合が高い。

○ 在来貨物では、LPGやその他石油等の専用貨物の占める割合が高く、そのうち公共貨物では非金属鉱物（移出）、金属くず（輸出）、石炭
（輸入） 等の取扱いが多い状況である。



青 森 県
県土整備部

フェリー

12,327

在来(公共)

232

在来

(専用)

906

R20年代前半

青森港

移入貨物

13,465千ﾄﾝ

フェリー

11,636

在来(公共)

257

在来

(専用)

304

R20年代前半

青森港

移出貨物

12,197千ﾄﾝ

在来(公共)

90

在来(専用)

509

R20年代前半

青森港

輸入貨物

598千ﾄﾝ

在来(公共)

130

R20年代前半

青森港

輸出貨物

130千ﾄﾝ

計画貨物量の設定
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≪計画貨物量≫

図 青森港の計画貨物量（出入別） 図 青森港の計画貨物量（荷姿別）
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新規貨物需要（公共）による
微増を見込む

・金属くず 92％
・原木 8％

・石炭 41％
・電気機械 31％
・鋼材 21％
・化学薬品 6％

・LPG 92％
・その他石油 8％

・非金属鉱物 66％
・砂利・砂 12％
・電気機械 11％
・その他 11％

・LPG 96％
・水 4％ ・その他石油 61%

・揮発油 33%
・重油 6%

・セメント 70%
・石灰 17%
・原塩 9%
・その他 4%

・水産品 27％
・製造食品 24％
・取合せ品(宅配等) 23％
・その他畜産品 6％
・野菜・果物 6％
・その他 14％・取合せ品(宅配等) 41％

・製造食品 13％
・野菜・果物 13％
・分類不能のもの 8％
・紙・パルプ 4％
・その他 21％

図 青森港の取扱貨物の出入別・荷姿別・品目別構成比（R20年代前半）

○ 青森港の目標年次における計画貨物量は合計で26,391千トンであり、原木（輸出）等の新規貨物の需要により、現状から微増することを
見込んでいる。

※フェリー貨物の品目別構成比は
「令和4年度内貿ユニットロード貨物流動調査」
の品目別構成比を参考までに示している

※R5年を貨物量推計の基準年に設定している。



青 森 県
県土整備部主な計画変更内容（沖館地区）

② バルクターミナルの再編・フ ェリーターミナルの受入機能強化に対応するため、公共埠頭計画、フ ェリー埠頭計画、
臨港交通施設計画及び土地利用計画等を変更する。

③ フェリーターミナル等の防災機能強化を図るため、大規模地震対策施設計画を変更する。

④ 小型船の収容施設の拡充を図るため、小型船だまり計画を変更する。
※②～④はP6の項目に対応

【公共埠頭計画】（②関係）
・埠頭用地 7.2ha⇒7.1ha

［既設の変更計画］
【臨港交通施設計画】（②関係）
・臨港道路２号線 道路法線変更

［既設の変更計画］
【土地利用計画】（②関係）
・港湾関連用地 5.1ha⇒7.4ha

［既設の変更計画］

【大規模地震対策施設計画】（③関係）
・岸壁１バース 水深7.0m 延長190m（幹線）

［既設の変更計画］
・埠頭用地 7.3ha［既設の変更計画］
・埠頭用地 3.2ha［既設］
・臨港道路１号線［既設］

【既定計画】 【今回計画】

【小型船だまり計画】（④関係）
・泊地 水深4.5m［新規計画］
・防波堤 60m⇒120m［既設の変更計画］
・物揚場 水深4.5m 延長100m［新規計画］
・埠頭用地 0.5ha［既設の変更計画］

【フェリー埠頭計画】（②関係）
・岸壁１バース 水深6m⇒7.0m 延長169m⇒190m

［既設の変更計画］
・埠頭用地 9.5ha⇒10.5ha［既設の変更計画］
【水域施設計画】（②関係）
・泊地 水深7.0m 0.6ha［新規計画］
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【その他港湾の開発、利用
及び保全に関する事項】

・将来構想



青 森 県
県土整備部主な計画変更内容（本港地区①）

① 賑わい空間と一体的なク ルーズ船の受入機能強化を図るため、旅客船埠頭計画、土地利用計画、港湾環境
整備施設計画等を変更する。

③ フェリーターミナル等の防災機能強化を図るため、大規模地震対策施設計画を変更する。

④ 小型船の収容施設の拡充を図るため、小型船だまり計画を変更する。

⑥ 藻場・干潟を活用した環境活動を促進するため、自然的環境を保全する区域を定める。
※①、③、④、⑥はP6の項目に対応

【旅客船埠頭計画】（①関係）
・岸壁１バース 水深10m 延長360m⇒410m

［既設の変更計画］
・岸壁１バース 水深9m 延長310m［新規計画］
・埠頭用地 0.6ha［新規計画］
【港湾環境整備施設計画】（①関係）
・緑地 9.5ha⇒9.8ha［既設の変更計画］
【土地造成および土地利用計画】（①関係）
・交流厚生用地 6.5ha⇒6.7ha［既設の変更計画］
・交流厚生用地 3.0ha［既定計画］

【水域施設計画】（①関係）
・航路 水深14m 航路幅350m～460m

［既設の変更計画］
・泊地 水深9m 1.3ha［新規計画］
・航路・泊地 水深10m 0.9ha［新規計画］
・航路・泊地 水深9m 0.1ha［新規計画］
【外郭施設計画］（①関係）
・防波堤 延長310m⇒520m

［既設の変更計画］

【既定計画】 【今回計画】

【小型船だまり計画】（④関係）
・泊地 水深3.0m［新規計画］
・小型桟橋 1基［新規計画］
・埠頭用地 0.4ha

［既設の変更計画］
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【大規模地震対策施設計画】（③関係）
・埠頭用地 3.3ha［既設］
・臨港道路本港線［既設］

【自然的環境を整備又は保全する区域】（⑥関係）
・自然的環境を保全する区域



青 森 県
県土整備部主な計画変更内容（本港地区②）

④ 小型船の収容施設の拡充を図るため、小型船だまり計画を変更する。

⑤ ストックマネジメントの推進を図るため、港湾施設の利用について位置づけるとともに、小型船だまり計画を変更
する。

※④、⑤はP6の項目に対応

【小型船だまり計画】（④関係）
・泊地 水深2.5~4m［新規計画］
・防波堤 延長230m［新規計画］
・防波堤 延長205m［撤去］
・防波堤 延長100m⇒70m［既設の変更計画］
・物揚場 水深4m 延長220m⇒285m

［既設の変更計画］
・物揚場 水深2.5m 延長240m［新規計画］
・埠頭用地 0.9ha⇒2.3ha［既設の変更計画］

【港湾施設の利用】（⑤関係）
・岸壁1バース 水深7.5m 延長154m

（物資補給）［新規計画］
・物揚場 水深3.5m 延長406m

（物資補給）［新規計画］

【既定計画】 【今回計画】
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【小型船だまり計画】（④関係）
・泊地 水深2.5~3.5m［新規計画］
・物揚場 水深2.5m 延長382m

［新規計画］
・埠頭用地 0.9ha［新規計画］

【小型船だまり計画】（⑤関係）
・防波堤 70m［既定計画の削除］
・岸壁1バース 水深5.5m 延長160m

（物資補給）［廃止］
・埠頭用地 0.2ha［廃止］


